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負債の部
科     目

【流動負債】
営 業 未 払 い 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
前 受 金
流動負債合計
負債合計

金     額

8,419,352
290,000

1,299,400
9,484,964
11,281,000
30,774,716
30,774,716

純資産の部
科     目

【株主資本】
資 本 金

【資本剰余金】
資 本 準 備 金
(その他資本剰余金)
資本金及び資本準備金減少差益
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

50,000,000
23,115,070 )(
23,115,070
73,115,070

△77,432,524 )(
△77,432,524
△77,432,524
95,682,546

95,682,546
126,457,262

科     目
資産の部

【流動資産】
普 通 預 金
営 業 未 収 入 金
貸倒引当金（営業未収入金）
貯 蔵 品
未 収 入 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建 物 付 属 設 備
減価償却累計（建物付属設備）
車 両 運 搬 具
減価償却累計（車両運搬具）
工 具 器 具 備 品
減価償却累計（工具器具備品）

有形固定資産合計
(無形固定資産)
無形固定資産（その他）
減価償却累計額（無形固定資産）

無形固定資産合計
(投資その他の資産)
長 期 保 証 金
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

83,865,449
15,522,116
△93,132
227,517

431
893,323

15,048,679
115,464,383

7,224,600
△1,242,985

336,000
△149,632
2,440,000
△813,332
7,794,651

3,773,840
△2,075,612
1,698,228

1,500,000
1,500,000
10,992,879
126,457,262

(単位：円)

貸 借 対 照 表
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(単位：円)

株主資本等変動計算書
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当期首残高
当期変動額
当期純利益
欠損填補

当期変動額合計
当期末残高

資本金

100,000,000

0
100,000,000

資本準備金

50,000,000

0
50,000,000

その他
資本剰余金

46,387,426

△23,272,356
△23,272,356
23,115,070

資本剰余金
合計

96,387,426

△23,272,356
△23,272,356
73,115,070

資本剰余金

繰越利益
剰余金

△23,272,356

△77,432,524
23,272,356

△54,160,168
△77,432,524

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計

△23,272,356

△77,432,524
23,272,356

△54,160,168
△77,432,524

利益剰余金

株主資本
合計

173,115,070

△77,432,524

△77,432,524
95,682,546

株主資本

純資産合計

173,115,070

△77,432,524

△77,432,524
95,682,546
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注 記 表
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

　　　①有形固定資産

　　　　建物及び建物附属設備：定額法によっております。

　　　　器具及び備品：定額法を採用しております。

　　　　車両運搬具：定額法を採用しております。

　　　②無形固定資産

　　　　定額法によっております。

(2)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　①外貨建資産の本邦通貨への換算基準

　　　　外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算している。

　　　②リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

　　　③消費税等の会計処理

　　　　税抜き方式によっております。
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